
令和７年８月29日
神奈川県福祉子どもみらい局地域福祉課

神奈川県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業費
補助金について～交付申請編～



１ 事業概要

本補助金では、訪問介護事業所等が行う人材確保体制の構築や経営改善の取組を
支援します。

補助対象期間は令和７年４月７日から令和８年１月31日までとなります。なお、
交付決定前に全ての事業が完了している場合は補助の対象とはなりません。

スケジュール

交付申請

実績報告

補助金の受領

各種申請方法

令和７年８月29日～10月31日

事業終了後１ｹ月以内または令和８年２月13日

原則、令和８年３月までに補助金を受領

原則、県ホームページからの電子申請

事業所の経営状況等により、交付決定後の概算払も可
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本事業の流れ（交付決定まで）

２/32

訪問介護等
事業所

補助金審査等
委託事業者(予定)

交付
申請書
作成

提出
（電子申請）

県 交付申請
案内

確認後
送付

申請書
補正 再提出

交付決定

交付決定通知書
受理

ＨＰ掲載

１ 事業概要

審査
補正案内

再審査
補正完了

実績報告も同様の流れとなります
（「交付申請」⇒「実績報告」、「交付決定」⇒「額の確定」、「交付決定通知書」⇒「補助金」）



２ 補助対象事業者

介護保険法に基づき指定された、県内（横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市
を除く。）に所在する、
• 訪問介護事業所
• 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
• 夜間対応型訪問介護事業所

スケジュール

小規模法人等の協働化・大規模化の取組の支援以外の補助対象事業

小規模法人等の協働化・大規模化の取組の支援

県内（横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市を除く。）に所在する代表法人※。

※事業者グループ全体に対する補助金を代表法人に受領いただきます。
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３ 補助対象事業・補助基準額等

人材確保体制構築支援事業一覧
補助対象事業 補助基準額 補助対象経費

①経験年数が短いホームヘルパー等への
同行支援

30 分未満の同行支援１回につき2,500 円
30 分以上の同行支援１回につき4,000 円
（経験年数の短いヘルパー１人につき30 回まで）

【中山間地域等に事業所が所在する場合】
30分未満の同行支援１回につき3,500円
30分以上の同行支援１回につき5,000円
（経験年数の短いヘルパー１人につき30 回まで）

事業の実施に必
要な経費（報酬、
給料、職員手当
等、共済費、賃
金、報償費、旅
費、需用費、役
務費、委託料、
使用料及び賃借
料、備品購入費、
負担金、補助金
及び交付金）と
して知事が認め
る経費

②研修体制の構築の支援 １事業所当たり10万円

③中山間地域等における採用活動の支援 １事業所当たり30万円

補助率は全ての事業において１０/１０となります。
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３ 補助対象事業・補助基準額等
経営改善支援事業一覧

補助対象事業 補助基準額 補助対象経費

④小規模法人等の協働化・大規模化の取組の支援

１事業者グループ当たり150万円

【中山間地域等に所在する事業所
のみを運営する法人を含む場合】
１事業者グループ当たり200万円

事業の実施に必
要な経費（報酬、
給料、職員手当
等、共済費、賃
金、報償費、旅
費、需用費、役
務費、委託料、
使用料及び賃借
料、備品購入費、
負担金、補助金
及び交付金）と
して知事が認め
る経費

⑤経営改善の支援 １事業所当たり40万円

⑥登録ヘルパー等の常勤化の促進の支援
常勤化する登録ヘルパー等１人に
つき
１月当たり10万円（３か月まで）

⑦介護人材・利用者確保のための広報活動に関する支援 １事業所当たり30万円

補助率は全ての事業において１０/１０となります。
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３ 補助対象事業・補助基準額等

人材確保体制構築支援事業
①経験年数が短い※ホームヘルパー等への同行支援

補助対象経費の例
事業所における経験年数の⾧いホームヘルパーの技術を着実に継承するため、当該ホームヘルパーが、一定期
間、経験年数の短いホームヘルパーや訪問業務に従事した経験のない介護職員等に同行し、訪問介護等サービ
スの質の確保を図るための技能・技術の向上に向けた指導を行う取組に要する経費。

補助基準額
30 分未満の同行支援１回につき2,500 円
30 分以上の同行支援１回につき4,000 円
（経験年数の短いヘルパー１人につき30 回まで）

30分未満の同行支援１回につき3,500円
30分以上の同行支援１回につき5,000円
（経験年数の短いヘルパー１人につき30 回まで）

【中山間地域等に事業所が所在する場合】

申請書（事業計画書）の記載方法
スライド２１ページ参照

※「訪問業務に従事した期間が１年未満である者」及び「３年以上訪問業務に従事していなかった者」
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３ 補助対象事業・補助基準額等

人材確保体制構築支援事業
②研修※体制の構築の支援

補助対象経費の例
ホームヘルパー希望者の裾野を拡大し、経験年数の短いホームヘルパーでも安心して働き続けられるよう、事
業所が行うホームヘルパーや介護職員等の資質向上・定着促進に資する研修計画の作成など研修体制の構築の
ための取組に要する経費。
・介護人材の資質向上や定着促進に資する効果的な研修カリキュラムの作成・見直しやキャリアアップの仕組
みづくりに要する費用
・介護職員のスキルアップのための研修等の受講に要する費用

補助基準額
１事業所当たり10万円

申請書（事業計画書）の記載方法
スライド２２ページ参照

※事業所が自ら実施する研修・外部研修いずれも可
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３ 補助対象事業・補助基準額等

人材確保体制構築支援事業
③中山間地域等における採用活動の支援

補助対象経費の例
中山間地域等に所在する事業所が、当該地域外の求職者に対して採用活動を実施する場合に、地理的条件等に
より発生するかかり増し経費。
・ 中山間地域等に所在する事業所で、都市部等で実施される合同説明会や就職フェアなどに出展する場合の移
動に係る経費

補助基準額
１事業所当たり30万円

申請書（事業計画書）の記載方法
スライド２３ページ参照

中山間地域等の所在する事業所のみ活用可
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３ 補助対象事業・補助基準額等

④小規模法人等の協働化・大規模化の取組の支援
補助対象経費の例
以下の要件に該当する小規模な法人を中心とした複数の法人により構成される事業者グループ（以下「事業者
グループ」という。）が、地域の状況や事業規模を踏まえた法人間の連携を促進し、相互に協力して行う人材
育成や経営改善に向けた取組に要する経費。
【対象法人の要件】
事業者グループには、次の（ア）から（エ）のいずれかに該当する法人を１以上含むこと
(ア) １法人あたり１の訪問介護等事業所を運営する法人
(イ) 運営する訪問介護等事業所の月の延べ訪問回数が平均200 回以下である法人
※前年度のいずれかの月における延べ訪問回数が概ね200回以下である場合でも可
(ウ) 運営する訪問介護等事業所の職員数が常勤換算方法で平均５人以下の法人
(エ) 運営する訪問介護等事業所が全て中山間地域等に所在する法人
・人材募集や一括採用、合同研修等の実施・従業者の職場定着や職場の魅力発信に資する取組・人事管理や福利厚生、請求業
務等のシステム共通化・物品調達の合理化のための共同購入の取組・ 協働化等にあわせて行うICT インフラの整備

補助基準額

スライド２４ページ参照

経営改善支援事業

１事業者グループ当たり150万円 １事業者グループ当たり200万円
【中山間地域等に所在する事業所のみを運営する法人を含む場合】

申請書（事業計画書）の記載方法
9/32



３ 補助対象事業・補助基準額等

⑤経営改善の支援
補助対象経費の例
事業所の経営改善に資するコンサルタント事業者等への委託や事務作業を行うための臨時職員雇用に要する経
費
・経営状況の改善を目的としたコンサルタント事業者への委託
・各種加算の新規取得支援を目的とした専門家への相談等に要する謝金

補助基準額

スライド２５ページ参照

経営改善支援事業

１事業所当たり40万円

申請書（事業計画書）の記載方法
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３ 補助対象事業・補助基準額等

⑥登録ヘルパー等の常勤化の促進の支援

補助対象経費の例
ホームヘルパー雇用の安定化を図るため、登録ヘルパー等（勤務日及び勤務時間が不定期な登録ヘルパーや非
常勤のホームヘルパーをいう。以下同じ）の常勤化を促進するために要する経費。
・ 登録ヘルパー等が常勤職員としての雇用を希望する場合に必要な賃金等（法定福利費等を含む）の差額の経費
・ 登録ヘルパー等の離職に伴い、新たに常勤のホームヘルパーを雇用する際に生じる賃金等の差額の経費

補助基準額

スライド２６ページ参照

経営改善支援事業

常勤化する登録ヘルパー等１人につき１月当たり10万円（３か月まで）

申請書（事業計画書）の記載方法

単純な賃上げは補助対象外
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３ 補助対象事業・補助基準額等

⑦介護人材・利用者確保のための広報活動に関する支援

補助対象経費の例
事業所が介護人材や利用者の確保のために行うホームページの開設・改修に係る経費や広報宣材（リーフレッ
ト、チラシ等）の作成・印刷等の広報に要する経費。

補助基準額

スライド２７ページ参照

経営改善支援事業

１事業所当たり30万円

申請書（事業計画書）の記載方法

ホームヘルパーに関するものが補助対象
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３ 補助対象事業・補助基準額等
補助基準額と補助率

 補助基準額:補助金で支給される最大の金額（上限額）
 補助率:補助対象経費に対して補助金で手当てされる割合
【例の１】補助対象事業「介護人材・利用者確保のための広報活動に関する支援」を活用し、40万円の費用で介護人材や利
用者確保のために行うホームページを開設する場合

40万円×補助率10/10 ＞ 30万円【補助基準額】 ⇒ 上限額を超過するため、30万円が申請額となる

【例の２】補助対象事業「介護人材・利用者確保のための広報活動に関する支援」を活用し、25万円の費用で介護人材や利
用者確保のために行うホームページを開設する場合

25万円×補助率10/10 ＜ 30万円【補助基準額】 ⇒ 上限額以下のため、25万円が申請額となる。

（例の２の場合の補助所要額算出方法）
総事業費
（A)

寄付金その他
の収入額（B)

差引額
（C)

対象経費の支
出予定額（D)

基準額
（E)

選定額
（F)

補助基本額
（G)

補助所要額
（H)

既交付決定額
（I)

差引補助金
所要額（J)

250,000 0 250,000 250,000 300,000 250,000 250,000 250,000 0 250,000

DとEを比較して低い額 補助率10/10

（円）
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３ 補助対象事業・補助基準額等

補助対象外となるもの

× 消費税及び地方消費税
⇒全て「税抜き」で申請してください。

× 補助対象経費以外の経費と混同して支払が行われており、補助対象経費との支払の区分が難し
いもの
× 既に他制度で助成を受けている取組内容

⇒国や市町村等が実施している補助事業において既に補助を受けている経費についても補助対象
外となります。【必ずチェック表での誓約をお願いします】

⇒県委託先（公益社団法人かながわ福祉サービス振興会）が実施している「介護事業経営マネジ
メント支援事業」を今年度既に活用されている場合、コンサルタント事業者等へ委託経費は補助対
象外となるためご注意ください。

令和７年４月７日から令和８年１月31日までの間にお支払いが終わっている経費のみ補助の対象となります。
令和８年２月以降にお支払いをしているものは補助対象外になりますのでご注意ください。
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３ 補助対象事業・補助基準額等

中山間地域等に所在する補助対象事業所は一部の補助対象事業の補助基準額が高くなります

本補助事業における中山間地域等は、

南足柄市（内山及び矢倉沢）、大井町（赤田、高尾、柳及び篠窪）、松田町、山北町、真鶴町、湯
河原町及び清川村

となります。

申請書の様式において「中山間地域等に所在」のチェックボックスを設けていますので、該当する
事業所は必ずチェックをお願いします。
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３ 補助対象事業・補助基準額等

本補助金に係る概算払について

本補助金は原則として精算払での交付となりますが、事業所の経営状況等により概算払とすること
も可能です。希望される場合はご相談下さい。
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４ 交付申請書類の作成
交付申請における提出書類一覧

提出書類 備考
交付申請書（第１号様式）
役員等氏名一覧表（第１号様式 付表）

事業計画書（第２号様式の１）
【経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援】

【概算払を希望する場合は以下の書類が必要】
・同行日、経験年数が短いホームヘルパー等及び同行者名が記載されて
いるサービス提供記録等の写し など

事業計画書（第２号様式の２）
【研修体制の構築の支援】

【概算払を希望する場合は以下の書類が必要】
・見積書等、費用が分かるもの
・事業内容が分かる資料（研修計画、研修カリキュラム等） など

事業計画書（第２号様式の３）
【中山間地域等における採用活動の支援】

【概算払を希望する場合は以下の書類が必要】
・事業内容が分かる資料（採用活動計画、チラシ等） など

事業計画書（第２号様式の４）
【小規模法人等の協働化・大規模化の取組の支援】

【概算払を希望する場合は以下の書類が必要】
・見積書等、費用が分かるもの
・事業内容が分かる資料（実施要領等） など

事業計画書（第２号様式の５）
【経営改善の支援】

【概算払を希望する場合は以下の書類が必要】
・見積書等、費用が分かるもの
・事業内容が分かる資料
・臨時職員の雇用日を証することができる書類 など

１/２
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４ 交付申請書類の作成
交付申請における提出書類一覧

提出書類 備考

事業計画書（第２号様式の６）
【登録ヘルパー等の常勤化の促進の支援】

【概算払を希望する場合は以下の書類が必要】
・非常勤時と常勤時の賃金及び社会保険料の差額を証することができる
書類（賃金台帳等）
・事業内容が分かる資料（勤務予定表等） など

事業計画書（第２号様式の７）
【介護人材・利用者確保のための広報活動に関する支援】

【概算払を希望する場合は以下の書類が必要】
・見積書等、費用が分かるもの
・事業内容が分かる資料（仕様書等） など

補助事業に係る収支予算書の抄本

補助金振込先口座申出書
申請者と口座名義人が異なる場合は委任状が必要になります。
（ひな型は県ホームページに掲載します）

事業計画確認票（別紙様式１）

交付申請書類・誓約事項 一覧・チェック表

資金計画表（補助事業実施に係る各月ごとの収支予定が分
かるもの）

概算払を希望する場合のみ必要になります。
任意様式

２/２
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１　申請日 　令和 7 年 8 月 22 日

２　申請者

 (1)　法人（団体）名

　　　法人カナ名

 (2)　郵便番号

 (3)　住所

 (4)　代表者役職

 (5)　代表者氏名

 

３　申請事業所

 (1)　事業所名

 (2)　住所

 (3)　事業所番号

○ 訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

 (5)　中山間等地域 ○ 中山間地域等に所在している

 (6)　代表法人 ○ 小規模法人等の協働化・大規模化の取組の支援の代表法人である

４　概算払希望

 (1)　希望 ○ 有

 (2)　希望する理由

５　責任者

 (1)　担当者兼務 担当者を兼ねる

 (2)　職

 (3)　氏名

 (4)　電話番号

 (5)　メールアドレス

６　担当者

 (1)　責任者兼務 責任者を兼ねる

 (2)　職

 (3)　氏名

 (4)　電話番号

 (5)　メールアドレス

令和７年度神奈川県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業費補助金　　基本情報入力シート

神奈川　三郎

○○-△△△@pref.kanagawa.lg.jp

045-○○○-○○○○

シャカイフクシホウジンカナガワ

1499999999

自己資金による立替が困難であるため

神奈川　次郎

 (4)　サービス種別

社会福祉法人カナガワ

令和7年8月22日

代表取締役

○○市×××

○○○-○○○○

○○-△△△@pref.kanagawa.lg.jp

介護長

045-○○○-○○○○

神奈川　太郎

かながわ訪問介護ステーション

○○市×××　東庁舎２階

施設長

４ 交付申請書類の作成
１ Excelシート「基本情報入力シート」の作成

作成のポイント

★ 様式は法人単位ではなく、対象事業所ごとに作成してくださ
い。黄着色箇所が申請者様に入力いただく情報となります。
★ 本シートに入力いただいた情報を元に各種申請様式が作成さ
れますので、誤りの無いように入力をお願いします。
① 申請日を入力してください。
② 本補助金の申請者情報を入力してください。
③ 本補助金の対象となる事業所の情報を入力してください。
④ 概算払を希望される場合は入力してください。
⑤ 本補助金申請の責任者の情報を入力してください。なお、責

任者が担当者を兼ねる場合は「(1)担当者兼務」欄の「○」を
選択してください。

⑥ 本補助金申請に係る担当者情報を入力してください。

①
②

③

④

⑤
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４ 交付申請書類の作成
２ 役員等氏名一覧表（第１号様式 付表）の作成

作成のポイント

★ 黄着色部分を入力してください。グレー着色部分は「基本情
報入力シート」に記載いただいた情報が自動で反映されます。
○ 代表者及び全ての役員の「役職名」「氏名」「氏名のカナ」
「生年月日」「性別」「住所」を記入してください。なお、「基
本情報入力シート」に記載いただいただ「代表者役職」及び「代
表者氏名」は自動的に一番上の行に記載されますので、「氏名の
カナ」「生年月日」「性別」「住所」の情報を追記してください。
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（第１号様式　付表）

団　体　名

代表者氏名

役職名

代表者

代表取締役

氏　名

神奈川　太郎

氏名のカナ

カナガワ　タロウ 横浜市○○区●●１H1.1.11 男

役員等氏名一覧表

令和7年8月22日現在

　記載された全ての者は、代表者または役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式に記載
された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。

社会福祉法人かながわ

代表取締役　神奈川　太郎

生年月日
(大正T,昭和S.平成H)

性別
(男・女)

住　所



４ 交付申請書類の作成
３－１ 事業計画書（第２号様式の１）の作成 【経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援】

作成のポイント（黄着色セルのみ入力してください）

★本補助対象事業に関する補助金を活用される場合のみ黄着色セルを入力
してください（活用されない場合は空欄で申請してください）。
★運転等の単に移動のみを目的とする同行や介護保険外サービスの同行は
補助対象外です。
★「経験年数が短いホームヘルパー」とは、「訪問業務に従事した期間が
１年未満である者」及び「３年以上訪問業務に従事していなかった者」と
なります。
①令和７年４月７日から令和８年１月31日までの間で記載してください。
②同行を受ける職員の氏名、同行者氏名、同行事由（選択制）及び同行回
数を記載してください。同行回数は同行を受ける職員１名につき30回が上
限となります。
③同行支援に要した経費は、補助基準額を実支出額としますので、記載例
を参考に「内容」と「積算」を入力してください。
④B欄には本補助対象事業に関する寄付金や本補助金以外の補助金額の合
計を、I欄には本補助金の既交付決定額（はじめての交付申請の場合は0
円）をそれぞれ記載してください。その他のセルは自動計算されます。

事業参照
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①
②

③

④

（第２号様式の１）

１ 経験年数が短いホームヘルパー等への同⾏⽀援

○ 中山間地域等に所在

(1)実施予定期間

令和 7 年 9 月 1 日 ～ 令和 7 年 12 月 31 日

(2)同行を受ける職員の人数 人

(3)同行を受ける職員の氏名、同行する職員の氏名、同行事由、同行回数

1 回 回

2 回 回

3 回 回

4 回 回

5 回 回

6 回 回

7 回 回

8 回 回

9 回 回

10 回 回

(4)所要見込額 （単位：円）

(5)所要見込額内訳 （単位：円）

支出予定額

事業の完了日（予定） 令和7年12月31日

事 業 計 画 書

（補助事業所名：かながわ訪問介護ステーション　）

事業の着手日（予定） 令和7年9月1日

合計

2

被同行者氏名 同行者氏名 同行事由
同行回数

30分未満 30分以上

神奈川　五郎 神奈川　四郎 経験年数が短いため 1 2

神奈川　六郎 神奈川　四郎 長期間のブランクがあるため 4 4

総事業費
寄付金その
他の収入額

差引額
(A-B)

対象経費の
支出予定額

基準額 選定額 補助基本額 補助所要額
既交付決定

額
差引補助金

所要額

A B C D E F G H I J

47,500 0 47,500 47,500 47,500 47,500 0 47,000

47,500
30分未満の同行支援に要する手当：3,500円×５回
30分以上の同行支援に要する手当：5,000円×６回

積算

47,500

費目 内容

職員手当等 同行支援に伴い発生する手当

47,000 47,000

グレー着色部分は自動入力されます



４ 交付申請書類の作成
３－２ 事業計画書（第２号様式の２）の作成 【研修体制の構築の支援】

作成のポイント
★本補助対象事業に関する補助金を活用される場合のみ黄着色セルを入力
してください（活用されない場合は空欄で申請してください）。
★事業所が自らの訪問介護員等に対して実施する研修に要する経費と外部
研修の参加に要する経費のいずれも対象となります。
★研修対象の職種は原則として訪問介護員となりますが、訪問介護員の定
着促進に繋がる研修と認められる場合には事務職員も対象とすることがで
きます。
①令和７年４月７日から令和８年１月31日までの間で記載してください。
②実施予定の内容を記載してください。
③取組に係る経費（税抜き）を費目ごとに記載してください。
④ B欄には本補助対象事業に関する寄付金や本補助金以外の補助金額の合
計を、I欄には本補助金の既交付決定額（はじめての交付申請の場合は0
円）をそれぞれ記載してください。その他のセルは自動計算されます。

①
②

③

④

事業参照
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グレー着色部分は自動入力されます

（第２号様式の２）

２　研修体制の構築の支援

(1)実施予定期間

令和 7 年 8 月 25 日 ～ 令和 8 年 1 月 15 日

(2)実施予定内容

(3)所要見込額 （単位：円）

(4)所要見込額内訳 （単位：円）

支出予定額

合計 280,000

事業の完了日（予定） 令和8年1月15日

費目 内容 積算

報酬 講師謝金 36,000円×５回＝180,000円

事業の着手日（予定） 令和7年8月25日

20,000円×５回＝100,000円 100,000

100,000 100,000 0 100,000100,000

使用料及び賃借料 会場使用料

G H I JF

280,000 0 280,000 280,000 100,000

補助基本額 補助所要額
既交付決定

額
差引補助金

所要額

A B C D E

事 業 計 画 書

（補助事業所名：かながわ訪問介護ステーション　）

具体的な事業内容
総事業費

寄付金その
他の収入額

差引額
(A-B)

対象経費の
支出予定額

基準額

180,000

選定額

訪問介護員向けの基礎研修カリキュラムを新たに作成し、外部講師による研修を実施する。



４ 交付申請書類の作成
３－３ 事業計画書（第２号様式の３）の作成 【中山間地域等のおける採用活動の支援】

作成のポイント

★中山間地域等に所在する事業所のみが活用できる補助金です。
対象外の事業所及び補助金を活用されない事業所は黄着色セルを
空欄で申請してください。
①令和７年４月７日から令和８年１月31日までの間で記載してく
ださい。
②実施予定の取組を記載してください。
③取組に係る経費（税抜き）を記載してください。
④B欄には本補助対象事業に関する寄付金や本補助金以外の補助
金額の合計を、I欄には本補助金の既交付決定額（はじめての交付
申請の場合は0円）をそれぞれ記載してください。その他のセル
は自動計算されます。

①
②

③

④

事業参照
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（第２号様式の３）

３　中山間地域等における採用活動の支援

○ 中山間地域等に所在

(1)実施予定期間

令和 7 年 12 月 1 日 ～ 令和 7 年 12 月 7 日

(2)実施予定内容

(3)所要見込額 （単位：円）

(4)所要見込額内訳 （単位：円）

支出予定額

○○市で開催される合同説明会に出展する。

選定額

事 業 計 画 書

（補助事業所名：かながわ訪問介護ステーション　）

具体的な事業内容
補助所要額

既交付
決定額

差引補助金
所要額

A E

総事業費

112,000 0 112,000 112,000 300,000

補助基本額
寄付金その
他の収入額

差引額
(A-B)

対象経費の
支出予定額

基準額

112,000 112,000

B C D

112,000 0 112,000

F G H I J

事業の着手日（予定） 令和7年12月1日

事業の完了日（予定） 令和7年12月7日

費目 内容 積算

旅費 交通費 1,600円×２（往復）×5名×７日＝112,000円 112,000

合計 112,000

グレー着色部分は自動入力されます



４ 交付申請書類の作成
３－４ 事業計画書（第２号様式の４）の作成 【小規模法人等の協働化・大規模化の取組の支援】

作成のポイント
★代表法人が県内（横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市を除
く）に所在する場合のみ活用できる補助金です。対象外の場合や
補助金を活用されない事業所は黄着色セルを空欄で申請してくだ
さい。
①令和７年４月７日から令和８年１月31日までの間で記載してく
ださい。
②実施予定の取組を記載してください。
③グループを構成する法人名、満たしている要件を選択してくだ
さい。
④取組に係る経費（税抜き）を記載してください。
⑤B欄には本補助対象事業に関する寄付金や本補助金以外の補助
金額の合計を、I欄には本補助金の既交付決定額（はじめての交付
申請の場合は0円）をそれぞれ記載してください。その他のセル
は自動計算されます。

①
②

③

⑤

④

事業参照
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グレー着色部分は自動入力されます

（第２号様式の４）

４ 小規模法人等の協働化・大規模化の取組の支援

○ 代表法人である

(1)実施予定期間

令和 7 年 9 月 1 日 ～ 令和 7 年 12 月 31 日

(2)実施予定内容

(3)グループに属している法人

1

2

3

4

5

（対象法人の要件）

ア １法人あたり１の訪問介護等事業所を運営する法人

イ

ウ  運営する訪問介護等事業所の職員数が常勤換算方法で平均５人以下の法人

エ 運営する訪問介護等事業所が全て中山間地域等に所在する法人

(4)所要見込額 （単位：円）

(5)所要見込額内訳 （単位：円）

支出予定額

　請求業務の共通化に向けたシステム整備を実施する。

運営する訪問介護等事業所の月の延べ訪問回数が平均200回以下である法人

(前年度のいずれかの月の延べ訪問回数が400回程度以下でも可)

A B

法人名
代表法人

（該当法人に〇）

満たしている要件
（下記のア～エの内、該当

するものを選択）

ウ

事 業 計 画 書

（補助事業所名：かながわ訪問介護ステーション　）

具体的な事業内容

社会福祉法人カナガワ ○

社会福祉法人○○

総事業費
寄付金その
他の収入額

差引額
(A-B)

対象経費の
支出予定額

基準額 選定額 補助所要額
既交付決定

額
差引補助金所

要額

C D E

1,000,000 0 1,000,000 1,000,000 1,500,000

補助基本額

1,000,000 1,000,000 1,000,000 0 1,000,000

F G H I J

事業の完了日（予定） 令和7年12月31日

事業の着手日（予定） 令和7年9月1日

費目 内容 積算

システム整備委託料 1,000,000円（一式） 1,000,000委託料

合計 1,000,000



４ 交付申請書類の作成
３－５ 事業計画書（第２号様式の５）の作成 【経営改善の支援】

作成のポイント

★本補助対象事業に関する補助金を活用される場合のみ黄着色セ
ルを入力してください（活用されない場合は空欄で申請してくだ
さい）。
①令和７年４月７日から令和８年１月31日までの間で記載してく
ださい。
②実施する取組に「○」入力してください（両方選択可）。
③取組に係る経費（税抜き）を記載してください。
④B欄には本補助対象事業に関する寄付金や本補助金以外の補助
金額の合計を、I欄には本補助金の既交付決定額（はじめての交付
申請の場合は0円）をそれぞれ記載してください。その他のセル
は自動計算されます。その他のセルは自動計算されます。

①

②

③

④

事業参照
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グレー着色部分は自動入力されます

（第２号様式の５）

５　経営改善の支援

(1)実施予定期間

令和 7 年 10 月 1 日 ～ 令和 7 年 11 月 30 日

(2)実施予定内容

○ 経営改善の外部コンサルタント等に委託を行う

事務作業等を行う臨時職員を雇用する

(3)所要見込額 （単位：円）

(4)所要見込額内訳 （単位：円）

支出予定額

合計 500,000

事業の完了日（予定） 令和7年11月30日

費目 内容 積算

委託料 経営改善の外部コンサルタント委託 委託料一式　500,000円 500,000

事業の着手日（予定） 令和7年10月1日

400,000 400,000 0 400,000

G H I JF

500,000 0 500,000 500,000 400,000 400,000

補助基本額 補助所要額
既交付
決定額

差引補助金
所要額

A B C D E

事 業 計 画 書

（補助事業所名：かながわ訪問介護ステーション　）

具体的な事業内容

総事業費
寄付金その
他の収入額

差引額
(A-B)

対象経費の
支出予定額

基準額 選定額



４ 交付申請書類の作成
３－６ 事業計画書（第２号様式の６）の作成 【登録ヘルパー等の常勤化の促進の支援】

作成のポイント

★本補助対象事業に関する補助金を活用される場合のみ記載してください
（活用されない場合は空欄で申請してください）。
★訪問介護員以外の非常勤職員は補助対象外です。
★常勤化とは事業所の就業規則で規定される常勤職員としての雇用を指し
ます。
★単純な賃上げは補助対象外です。
★１人当たりの補助上限は最大で３ｹ月となります。
①令和７年４月７日から令和８年１月31日までの間で記載してください。
②常勤化予定の職員氏名、常勤化する年月日、補助月数（3ヶ月上限）、
給与差額（補助月数の総額）をそれぞれ記載してください。
③取組に係る経費（税抜き）を記載してください。
④B欄には本補助対象事業に関する寄付金や本補助金以外の補助金額の合
計を、I欄には本補助金の既交付決定額（はじめての交付申請の場合は0
円）をそれぞれ記載してください。その他のセルは自動計算されます。

①

②

③

④

事業参照
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グレー着色部分は自動入力されます

（第２号様式の６）

６ 登録ヘルパー等の常勤化の促進の⽀援

(1)実施予定期間

令和 7 年 9 月 1 日 ～ 令和 8 年 1 月 31 日

(2)常勤化予定の職員の人数 人

(3)常勤化予定の職員の氏名・常勤化する年月日・給与差額

1 7 年 9 月 1 日 円 ## ##

2 年 月 日 円 0 0

3 年 月 日 円 0 0

4 年 月 日 円 0 0

5 年 月 日 円 0 0

6 年 月 日 円 0 0

7 年 月 日 円 0 0

8 年 月 日 円 0 0

9 年 月 日 円 0 0

10 年 月 日 円 0 0

(4)所要見込額 （単位：円）

(5)所要見込額内訳 （単位：円）

支出予定額

給与差額（補助月数の総額）

事 業 計 画 書

（補助事業所名：かながわ訪問介護ステーション　）

具体的な事業内容

1

職員氏名 常勤化する年月日（採用年月日） 補助月数（※）

神奈川　七郎 令和 3 ヵ月 300,000

令和 ヵ月

差引補助金
所要額

令和 ヵ月

令和 ヵ月

令和 ヵ月

令和

※１人あたりの補助上限は最大で３ヶ月

A B C D E

総事業費 選定額 補助所要額

300,000 0 300,000 300,000 300,000

補助基本額
寄付金その
他の収入額

差引額
(A-B)

対象経費の
支出予定額

基準額

0 300,000

F G H I J

既交付決定
額

事業の着手日（予定） 令和7年9月1日

費目 内容 積算

給料 300,000常勤化に伴う給与差額 100,000円×３月＝300,000円

300,000

事業の完了日（予定） 令和8年1月31日

令和 ヵ月

令和 ヵ月

ヵ月

令和 ヵ月

令和 ヵ月

300,000 300,000 300,000

合計



（第２号様式の７）

７　介護⼈材・利⽤者確保のための広報活動に関する⽀援

(1)実施予定期間

令和 7 年 10 月 1 日 ～ 令和 7 年 12 月 31 日

(2)実施予定内容

(3)所要見込額 （単位：円）

(4)所要見込額内訳 （単位：円）

支出予定額

合計 250,000

事業の完了日（予定） 令和7年12月31日

費目 内容 積算

委託料 ホームページ制作委託 250,000円（一式）

事業の着手日（予定） 令和7年10月1日

250,000 0 250,000 250,000 300,000 250,000

A B C D E F G H I

補助基本額 補助所要額
既交付
決定額

差引補助金
所要額

J

250,000 250,000 0 250,000

事 業 計 画 書

（補助事業所名：かながわ訪問介護ステーション　）

具体的な事業内容
総事業費

寄付金その
他の収入額

差引額
(A-B)

対象経費の
支出予定額

基準額

　事業所のホームページを制作し、サービス内容と職場の魅力を発信する。

250,000

選定額

４ 交付申請書類の作成
３－７ 事業計画書（第２号様式の７）の作成 【介護人材・利用者確保のための広報活動に関する支援】

作成のポイント

★本補助対象事業に関する補助金を活用される場合のみ記載して
ください（活用されない場合は空欄で申請してください）。
★訪問介護員以外の募集や訪問介護等以外の利用者確保を目的と
する広報活動は補助対象外です。
①令和７年４月７日から令和８年１月31日までの間で記載してく
ださい。
②補助を受ける取組を記載してください。
③取組に係る経費（税抜き）を記載してください。
④B欄には本補助対象事業に関する寄付金や本補助金以外の補助
金額の合計を、I欄には本補助金の既交付決定額（はじめての交付
申請の場合は0円）をそれぞれ記載してください。その他のセル
は自動計算されます。

①

②

④

③

事業参照
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グレー着色部分は自動入力されます



４ 交付申請書類の作成
４ 交付申請書（第１号様式）の確認

作成のポイント

★これまで入力いただいた情報を元に自動で作成されます。
★申請にあたっては、押印不要です。
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（第１号様式）

神奈川県知事　殿

申請者 住　　　　　所

法人（団体）名

代 表 者 氏 名

このことについて、交付を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　補助事業名 神奈川県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業

２　事業所名

 (1)　事業所所在地

 (2)　事業所番号

 (3)　サービス種別 ○ 訪問介護 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 夜間対応型訪問介護

３　交付申請額 金 円

４　概算払いの希望 無 ・ ○ 有

　　概算払を希望する理由

５　添付書類

 (1)　役員等氏名一覧表（第１号様式　付表）

 (2)　事業計画書（第２号様式の１～７）

 (3)　補助事業に係る収支予算書の抄本

 (4)　その他知事が必要と認める書類

【本件責任者及び担当者】

職

氏名

電話番号

電子メール

職

氏名

電話番号

電子メール

○○市×××

社会福祉法人カナガワ

代表取締役　神奈川　太郎

令和7年8月22日

2,209,000

自己資金による立替が困難であるため

責任者

施設長

神奈川　次郎

かながわ訪問介護ステーション

令和７年度神奈川県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業費補助金交付申請書

○○市×××　東庁舎２階

1499999999

○○-△△△@pref.kanagawa.lg.jp

担当者

介護長

神奈川　三郎

○○-△△△@pref.kanagawa.lg.jp

045-○○○-○○○○

045-○○○-○○○○

責任者及び担当者の記載について
・文書の真正性を担保するため、責任者及び担
当者の氏名及び連絡先を記載してください。

・責任者と担当者が同じ場合は、まとめて記載
してください。



４ 交付申請書類の作成
５ 補助事業に係る収支予算書の抄本の作成

作成のポイント

★これまで入力いただいた情報を元にグレー着色部分は自動で入
力されます。
★申請にあたっては、押印不要です。
①「その他収入」欄を入力してください（0円の場合でも「0」と
入力してください。）。
②備考欄は原則入力不要です。

②

①
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この抄本は原本の内容と相違ないことを証明いたします。

(法人名)

(代表職氏名)

令和7年8月22日

代表取締役　神奈川　太郎

社会福祉法人カナガワ

計 2,489,500 計 2,489,500

100,000

180,000

300,000

47,500

112,000旅費

委託料 1,750,000

報酬

給料

職員手当等

使用料及び賃借料

280,500

0

事業主負担

その他収入

県補助金 2,209,000

項目

令和７年度　神奈川県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業

歳入歳出予算（見込）書（抄本）

歳入 歳出

金額 備考 項目 金額 備考



４ 交付申請書類の作成
６ 事業計画確認票（別紙様式１）の確認

作成のポイント

★これまで入力いただいた情報を元に自動で作成されますので、
申請者側での入力は不要です。
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（別紙様式１）

１．補助事業所名

２．中山間地域等に所在の有無 ○

３．代表法人の有無 ○

４．事業着手日(予定)

５．事業完了日(予定)

６．交付申請額合計 円

７．補助申請詳細

申請

○

○

○

○

○

○

○

８．所要見込額詳細

費目 （１） （２） （３） （５） （６）

報酬 180,000

給料 300,000

職員手当等 47,500

共済費

賃金

報償費

旅費 112,000

需用費

役務費

委託料 500,000

使用料及び賃借料 100,000

備品購入費

負担金

補助金及び交付金

事業計 47,500 280,000 112,000 500,000 300,000

2,209,000

2025/12/31

2026/1/15

2025/12/7

2025/12/31

2025/11/30

事業完了日
（予定）

項目

(1)　経験年数が短いホームヘルパー等への
　　 同行支援

(2)　研修体制の構築の支援

2026/1/31

かながわ訪問介護ステーション

(4)　小規模法人等の協働化・大規模化の取組
　　 の支援

(5)　経営改善の支援

(6)　登録ヘルパー等の常勤化の促進の支援

(7)　介護人材・利用者確保のための広報活動
　　 に関する支援

2025/9/1

2025/10/1

2025/9/1

2025/10/1

(3)　中山間地域等における採用活動の支援

（４）

事業着手日
（予定）

2025/9/1

2025/8/25

2025/12/1

総事業費

47,500

280,000

112,000

1,000,000

500,000

1,000,000

400,000

300,000

250,000

2,209,000

（７）

300,000

250,000

2,489,500

2025/12/31

令和７年度神奈川県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業費補助金　　事業計画　確認票

令和7年8月25日

令和8年1月31日

合計

180,000

補助所要額

47,000

100,000

112,000

300,000

47,500

112,000

250,000 1,750,000

100,000

合計

1,000,000 250,000 2,489,500

1,000,000



４ 交付申請書類の作成
７ 補助金振込先口座申出書の作成

作成のポイント

★黄着色部分のみ入力をお願いします。グレー着色部分は「基本
情報入力シート」に入力いただいた情報が自動で反映されます。
★申請者と口座名義人が異なる場合は委任状が必要となります。
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４ 交付申請書類の作成
８ 交付申請書類・誓約事項 一覧・チェック表の作成

作成のポイント

★黄着色部分のみ入力してください。
①補助申請対象事業において、国・県・市町村が実施している事
業で既に補助を受けている経費は無いか確認いただき、チェック
を入力してください。
②補助申請対象事業において、親会社、子会社等との取引が無い
か確認いただき、チェックを入力してください。（万が一、親会
社、子会社等との取引がある場合は県にご相談ください）
③概算払を希望する場合、必要な書類となります。必要書類が用
意できたら「○」を入力してください。
④概算払を希望する場合、必要な書類となります。必要書類が用
意できたら「○」を入力してください。
⑤これまで入力いただいた情報がチェック欄に自動反映されます。
補助申請対象事業のチェック欄が「○」となっていることを確認
してください。事業計画書について、申請されない補助対象事業
は「ー」、入力に誤りがある場合は「×」が表示されます。

①

②

③
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⑤

④

概算払 ○

チェック欄

○

○

様式名 書類名 注意点 チェック欄

①
第１号
様式

交付申請書 ○

②
第１号
様式
付表

役員等氏名一覧表 ○

③
第２号
様式の

事業計画書 ○

1
【経験年数が短いホームヘルパー等へ
の同行支援】

【概算払いを希望する場合は以下の書類が必要】
・同行日、経験年数が短いホームヘルパー等及び同行者名が記
載されているサービス提供記録等の写し　など

○

2 【研修体制の構築の支援】
【概算払いを希望する場合は以下の書類が必要】
・見積書等、費用が分かるもの
・事業内容が分かる資料(研修計画、研修カリキュラム等)など

○

3
【中山間地域等における採用活動の支
援】

【概算払いを希望する場合は以下の書類が必要】
・事業内容が分かる資料(採用活動計画、チラシ等)など

○

4
【小規模法人等の協働化・大規模化の
取組の支援】

【概算払いを希望する場合は以下の書類が必要】
・見積書等、費用が分かるもの
・事業内容が分かる資料（実施要領等）など

○

5 【経営改善の支援】

【概算払いを希望する場合は以下の書類が必要】
・見積書等、費用が分かるもの
・事業内容が分かる資料
・臨時職員の雇用日を証することができる書類　など

○

6
【登録ヘルパー等の常勤化の促進の支
援】

【概算払いを希望する場合は以下の書類が必要】
・非常勤時と常勤時の賃金及び社会保険料の差額を証すること
ができる書類（賃金台帳等）
・事業内容が分かる資料（勤務予定表等）　など

○

7
【介護人材・利用者確保のための広報
活動に関する支援】

【概算払いを希望する場合は以下の書類が必要】
・見積書等、費用が分かるもの
・事業内容が分かる資料（仕様書等）　など

○

④
別紙様
式１

事業計画確認票 ○

⑤ 歳入歳出予算書（抄本） ○

⑥ 補助金振込先口座について
口座名義人が代表者以外の場合、「委任状」を添
付の上、提出してください。 ○

⑦
補助対象経費について金額が確認でき
る書類（見積書等）など

概算払いを希望する場合、必要になります。 ○

⑧
資金計画表（補助事業実施に係る各月
ごとの収支予定が分かるもの）

概算払いを希望する場合、必要になります。 ○

神奈川県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業費補助金
交付申請書類・誓約事項　一覧・チェック表

事業所名：かながわ訪問介護ステーショ
ン

誓　約　事　項

補助申請対象事業において、補助事業者が従う会計基準における関連当事者（親会社、子会社等）か
らの取引はありません。
（当該調達・取引に利益が含まれている場合には、排除する必要があるため、県へ相談ください）

提　出　書　類

補助申請対象事業において、国・県・市町村等が実施している事業で既に補助を受けている経費はあ
りません。


